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メリカ系企業を含めた外資系企業が産業全体の TFP上昇と雇用成長に正で寄与していることが分かった。  
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バブル経済崩壊後、日本経済全体の TFP 上昇率は趨勢的に低下し続けてきた（Hayashi and 






















いて説明する。第 3 節では、企業の所有構造別に TFP レベルの比較分析を行うためのモデルと分析結果3 
 
を提示する。第 4 節では、TFP 上昇率と雇用成長率の要因分解分析を行い、所有構造別の寄与度を提示
する。最終節では、結果をまとめる。 
   
 




査』は指定統計の一つであり、従業者 50 人以上かつ資本金または出資金 3,000 万円以上の企業を対象に
した全数調査である。 『企業活動基本調査』のデータは平成 14 年調査以前には主に鉱業、製造業、卸売
業、小売業に属している企業のみを調査対象にしていたが、平成 14 年以降から金融業、電力・水道・
ガス業とサービス業などに対しても調査することになった。このような調査対象産業の変更があったた
め、分析期間を 2000 年から 2005 年までに限定した。 『企業活動基本調査』は企業の所有構造、財務状
況、生産状況、研究開発や企業ネットワーク導入などに関して調査している。従って、 『企業活動基本
調査』からは TFP の計測に必要なすべてのデータが得られる。 
 
2.2  所有構造別の企業タイプの分類について 
本論文では、 『企業活動基本調査』の企業を所有構造別に、日本の独立企業、外資系企業(除く、アメ
リカ系企業)、アメリカ系企業、日本企業の子会社、日本の多国籍企業の 5 つに分類した。 










していることがわかる。本論文では、これらの 4 つの産業に限定して分析を行う。 
（図表 1） 
 
2.3 企業レベルの TFP の測定 
各企業の産出量と産業平均産出量の差から各生産要素について各企業の投入量と産業平均投入量の
乖離に各企業の生産要素シェアと産業平均生産要素シェアの平均値を掛けた値を引いて求めた Caves, 
Christensen, and Diewert (1982)の生産性指数に、ディヴィジア指数の離散時間型による時系列接続方法を
使って、Good, Nadiri, and Sickles (1997)によって開発された TFP 指数を利用して、企業ｆの t 期の TFP
水準  は、以下の式のように計算した。 
, 0
) ln )(ln (
2
1
) ln (ln ln
1
, , , , , , , ,
=
− + − − = ∑
=
t where
X X S S Q Q TFP
N
n
t n t f n t n t f n t t f t f  
. 0
) ln ln )( (
2
1
) ln ln (
) ln )(ln (
2
1
) ln (ln ln
11
1 , , 1 , , 1 1
1
, , , , , , , ,
≠
− + − − +




− − − =
=
t where
X X S S Q Q










t n t f n t n t f n t t f t f
     （ 1）
 
 
ただし、Qf, t、Sn, f, t、Xn, f, tは、それぞれ、企業 f の t 期の産出、企業 f の t 期の投入要素 n のコストシ
ェアー、企業 f の t 期の投入要素 n の投入量を表す。各変数の上の傍線は各変数の産業平均を表す。 『企
業活動基本調査』の個票データを用いて 1994 年度から 2005 年度の各企業の TFP 水準を測定した。我々
は産業を 58（製造業：44、非製造業：14）に分類し、各産業の平均的な産出量、投入量、生産要素のシ
ェアを持つ代表的企業を導出した。また、基準年はデータの初期時点である 1994 年にした。TFP の計




短所もある。   
 
 
3．企業の所有構造と TFP レベル 
 
3.1  所有構造別の TFP レベルの比較 
化学産業、電気機械産業、卸・小売業、サービス業に分けて、企業の所有構造別 TFP レベル分布を比










次に、所有構造別の企業の TFP の年度別の変化を見るために、フロンティア企業の TFP と所有構造
別の企業における TFP のギャップを年次別に見てみた。生産性フロンティアは各産業（3 桁レベル）と







t ft TFP TFP TFPGAP ln ln − =    （ 2） 
TFPGAPf,tが 0 に近づくほどその企業の TFP レベルはフロンティアに近くなることを意味する。図表













ぞれのグループの生産性分布の中、どれくらいのレベルに当たるだろうか。図表 4 の第 1 列は、当該産










3 列はそれぞれ、日本企業の子会社グループの上位第 1 四分位の TFP レベル（lnTFP
J
t） 、多国籍企業グ






この値が正であれば、平均的なアメリカ系企業の TFP レベルは当該日本企業グループの TFP レベル
分布の上位第 1 四分位より低いことを、負であれば高いことを表す。日本の多国籍企業の第 1 四分位の
TFP レベルは産業と関係なく、平均的なアメリカ系企業に比べて高いことがわかる。一方、日本の独立
企業はアメリカ系企業の平均 TFP より低いことがわかる。日本の子会社グループの上位第 1 四分位の
TFP レベルはアメリカ系企業の平均 TFP レベルと概ね同じ水準であると言える。 
（図表 4） 
以上の結果を要約すると、どの産業でも、理論モデルが予測しているとおりにアメリカ系企業の TFP
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ここで、 ft P は企業のパフォーマンスの指標である。我々が被説明変数である企業のパフォーマンス
の指標として用いる変数は、賃金総額を従業者で割って求めた賃金率、資本労働比率の対数値、研究開

















しかし、図表 6 の中、被説明変数が TFP レベルの推計式には TFP レベルに影響を与えるといわれて
いる諸変数が説明変数として含まれてない。そのため、次のステップとして、産業・年ダミー変数以外
                                                  
2  村上・深尾（2003）と権・深尾・伊藤（2006）は分析期間が 2000 年以前で、製造業に
限定して分析を行った点において、本論文と異なることに注意する必要がある。 8 
 
のコントロール変数を説明変数として含んだ以下のような TFP レベルの決定モデルを推計した。 
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t f TFP , ln は企業 f の t 期における TFP レベルを表す。我々が最も注目している説明変数はアメリカ系
企業のダミー変数 （USADummy） 、 アメリカ系企業を除いた外資系企業のダミー変数 （ForeignDummy） 、
日本企業の子会社ダミー変数 （SubDummy） と日本の多国籍企業ダミー変数 （MultiDummy） である。 t f Z ,
は所有構造以外の企業特性をコントロールするための変数を意味し、以下の変数を用いた。 
1.  企業の従業者数の対数値：企業規模を表す。 
2.  賃金率：企業の人的資本の代理変数と考える。 
3.  ICT 技術導入変数：以下の二つのダミー変数を考える。 
電子商取引ダミー変数：  企業が電子商取引を実施：１、それ以外：0 
オープンネット導入ダミー変数：企業がオープンネット導入：1、それ以外：0 
4.  研究開発集約度：企業の技術水準を示す変数として、 研究開発費を売上高で割って求める。  
5.  輸出集約度：企業の国際化程度を示す変数で、輸出額を売上高で割って求める。 
産業特性や景気変動の影響をコントロールするために、産業ダミーと年ダミーも含めた。説明変数と
誤差項間の相関による内生性の問題を回避ために、すべて 1 期ラグを取った説明変数を用いた。推計結













約度を代理変数とした場合）の関係を見ると、Kimura and Kiyota (2006)と Castellani(2002)などが発見し
た輸出企業がより TFP が高いという結果と一致している。  また、IT 技術と TFP は正の関係にあるこ
とは多くの既存研究によって確認されてきた（Motohashi(2007), Atrostic and Nguyen (2002)を参照） 。4 つ
の産業をプールした場合に、二つのタイプ（電子商取引、オープンネット）の IT 技術の中で電子商取
引のみが TFP レベルと正の有意な関係にあることが確認できる。 
アメリカ経済が 95 年以降に経験した生産性上昇の原因として、IT 技術の導入にあったことは多くの
研究で指摘されてきた（ Jorgenson(2001), Stiroh(2002)）。そこで、モデル 2 と 3 では、アメリカ系企業も日本
の独立企業と比べて、IT 技術をうまく活用しているかどうかを検証するために、アメリカ系企業ダミー
と IT 技術間の交差項を考慮してみた。推計結果を見ると、アメリカ系企業が IT 技術を日本企業よりう
まく活用しているとは言えない結果であった。 
（図表 7） 






以上のことから、 製造業と非製造業間の TFP レベルの決定要因はかなり異なることが推測できた一方












るために、以下では、Baily, Hulten and Campbell (1992)  が提案した方法に沿って、企業レベルの TFP や
雇用の成長を産業レベルに集計する。 




f t f t Z Z , 1 , ln ln ∑ = = θ  (5) 
ここで、ウエイトの θf, tは企業 f が属している産業における当該企業 f の売上高シェア（雇用成長率の
分析では雇用のシェア）である。Forster, Haltiwanger and Krizan (2001)で分析されているように、(5)  式
のように定義した各産業における TFP レベル（雇用成長の分析では雇用水準）の基準年 t-τ から比較年
t にかけての変化、lnZt-lnZt-τ、を次の 5 つの効果の和に分解できる。 
内部効果(Within effect):  t f S f t f Z , , ln Δ ∑ ∈ −τ θ  
シェア効果(Between effect):  ) ln (ln , , τ τ θ − − ∈ − Δ ∑ t t f S f t f Z Z  
共分散効果(Covariance effect):  t f S f t f Z , , ln Δ Δ ∑ ∈ θ  
参入効果(Entry effect):  ) ln (ln , , τ θ − ∈ − ∑ t t f N f t f Z Z  
退出効果(Exit effect):  ) ln ln ( , , τ τ τ θ − − ∈ − − ∑ t f t X f t f Z Z  
ただし、S は基準年から比較年にかけて存続した企業の集合、N と X はそれぞれ参入、退出した企業11 
 
の集合をあらわす
3。また、変数の上の線は全企業に関する平均値、Δ は t-τ 期から t 期までの差分を表






産業全体の TFP 上昇効果を表す。 
 
4.1  所有構造別の TFP 上昇率の分解結果 
図表 9 は産業ごとの TFP 上昇を要因分解した結果である。ここでは、企業の所有構造による TFP 成
長への寄与をみるため、所有構造ごとの企業グループの TFP 成長への寄与をさらに分けてあり、また、
図表 10 は産業ごとの各企業グループの全体寄与を表したものである。 
（図表 9） 
（図表 10） 
図表 10 をみると、アメリカ企業系企業の TFP 成長への寄与はサービス産業と電気機械産業で目立っ
ていることがわかる。特に、サービス産業におけるアメリカ企業系企業の売上シェアがわずか 2.4％に






                                                  
3  仮に t-1 年から t 年にかけて、ある企業の主業が i 産業から j 産業に変化した場合、この

















4.2  所有構造別の雇用成長率の分解結果 








るが、図表 11 をみると、前節での分析と同様に、これらのほとんどは Switch-out によるものであること
がわかる。つまり、平均雇用者数より多くの人を雇っているアメリカ系企業が他産業に主要活動を変え
ることによるものであり、 サービス産業でのアメリカ系企業の Switch-in 効果が大きいことからこれが確
認できる。 























産業の TFP 上昇における所有構造別の企業の寄与度を調べた結果、 サービス産業、 化学産業などでは、
アメリカ系企業を含めた外資系企業の TFP 上昇への寄与が大きいことが確認できた。しかし、卸・小売








社と独立会社の新規参入が雇用創出と生産性上昇の源泉であることを確認した。Djankov, La Porta, 
Lopez-de-Silanes and Shleifer (2002)においても日本で企業設立にかかる時間と費用が米国と比較し










出額とした。名目産出額を実質化するために適用したデフレーター（2000 年基準）は JIP2008 のデフレ
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ただし、 『企業活動基本調査』で報告されている有形固定資産額には土地を含まれている。土地に関
する報告は 1995 年と 1996 年しかされてない。ここでは、有形固定資産額に対する土地の割合の産業平
均を 1995 年と 1996 年のデータで計算し、各年の簿価の有形固定資産額からこの割合の分を引くことに
よって土地を除いた簿価表示の有形固定資産額 ( KNBf,t)を求めた。 





たうえで、恒久棚卸法 (perpetual inventory method)により 1975 年以降の各年の純資本ストックを推定し
た。恒久棚卸法の計算式は次のとおりである。 
 
                                                  













tは、産業 i の t 期の名目投資（＝当期末その他の有形固定資産－前期末その他の有形固定資産＋減
価償却費）を投資デフレーターによって実質化したものであり、δ
i





tは、産業 i の t 期の簿価の「当期末その他の有形固定資産」である。 
 
4． 労働投入 
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ここで、zf,t  は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut  は法人実効税率、λf,t  は企業の自己
資本比率、rt  は長期市場金利(利付き国債利回り(10 年のもの))、it  は長期貸出金利(長期貸出プライムレ
ート)、p
i
t は投資デフレーターを、それぞれ表わしている。固定資本減耗の節税分 ( zf,t)と、法人実効税
率 ( ut)は以下のように計算した。 
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1 食料品 6,763 11 23 2,724 159 9,680
2 繊維産業 2,611 3 3 960 52 3,629
3 パルプ・紙 4,668 1 5 1,465 59 6,198
4 化学産業 3,150 144 48 1,750 486 5,578
5 石油・石炭製品 175 5 114 12 306
6 窯業・土石製品 2,069 5 16 946 70 3,106
7 一次金属 1,699 12 2 930 93 2,736
8 金属製品 5,209 13 18 1,969 215 7,424
9 一般機産業 6,669 41 46 2,500 439 9,695
10 電気機械産業 6,005 79 78 5,115 659 11,936
11 輸送用機械産業 3,881 72 13 2,209 570 6,745
12 精密機械産業 1,349 27 23 703 123 2,225
13 その他の製造業 5,767 18 45 2,680 351 8,861
14 建設業 1,824 2 0 744 13 2,583
15 卸売・小売業 37,526 639 410 17,788 913 57,276
16 不動産業 204 1 145 5 355
17 運輸・通信業 500 2 0 451 16 969
18 サービス業 14,147 113 104 10,514 224 25,102









































































2000 0.201 0.131 0.098 0.169 0.117
2001 0.209 0.122 0.112 0.166 0.111
2002 0.232 0.118 0.127 0.176 0.128
2003 0.229 0.115 0.067 0.194 0.130
2004 0.232 0.096 0.063 0.188 0.141
2005 0.229 0.089 0.078 0.176 0.129
電気機械産業
2000 0.219 0.172 0.026 0.176 0.113
2001 0.230 0.192 0.064 0.188 0.143
2002 0.247 0.191 0.138 0.178 0.155
2003 0.241 0.180 0.173 0.175 0.149
2004 0.244 0.130 0.097 0.182 0.142
2005 0.264 0.150 0.143 0.191 0.164
卸売・小売業
2000 0.427 0.149 0.099 0.344 0.225
2001 0.417 0.143 0.061 0.336 0.243
2002 0.420 0.197 0.142 0.336 0.234
2003 0.435 0.223 0.148 0.348 0.250
2004 0.461 0.250 0.167 0.371 0.282
2005 0.469 0.260 0.158 0.371 0.257
サービス業
2000 0.383 0.122 0.065 0.308 0.377
2001 0.376 0.220 0.118 0.298 0.270
2002 0.372 0.159 0.096 0.293 0.259
2003 0.367 0.226 0.093 0.274 0.193
2004 0.376 0.169 0.119 0.290 0.203







2000 -0.02 0.00 0.05
2001 -0.01 0.02 0.08
2002 -0.01 0.03 0.07
2003 -0.10 -0.05 0.00
2004 -0.10 -0.04 -0.01
2005 -0.06 -0.02 0.01
電気機械産業
2000 -0.13 -0.06 -0.02
2001 -0.09 -0.03 0.00
2002 -0.05 0.02 0.00
2003 0.00 0.07 0.07
2004 -0.09 -0.02 -0.02
2005 -0.14 -0.05 -0.02
卸売・小売業
2000 -0.21 -0.11 -0.01
2001 -0.20 -0.09 -0.06
2002 -0.18 -0.08 0.03
2003 -0.10 0.01 0.03
2004 -0.14 -0.04 0.02
2005 -0.21 -0.11 0.04
サービス業
2000 -0.11 -0.05 0.09
2001 0.11 0.10 0.10
2002 -0.15 -0.09 0.05
2003 -0.14 -0.04 0.13
2004 -0.10 -0.02 0.19














日本の独立企業 0.07 0.01 5.14 5.77 2.90 0.04 0.04
外資系企業（除く、アメリカ系企業） 0.23 0.03 6.22 8.24 2.69 0.05 0.09
アメリカ系企業 0.21 0.02 5.88 7.53 2.31 0.06 0.14
日本企業の子会社 0.10 0.01 5.16 6.54 2.94 0.04 0.04
日本の多国籍企業 0.15 0.01 7.26 7.61 3.50 0.06 0.12
電気機械産業
日本の独立企業 0.12 0.03 5.00 4.48 2.36 0.03 0.06
外資系企業（除く、アメリカ系企業） 0.27 0.02 5.19 6.28 2.46 0.03 0.23
アメリカ系企業 0.31 0.04 6.09 6.33 2.94 0.02 0.36
日本企業の子会社 0.20 0.04 5.50 5.34 2.02 0.03 0.05
日本の多国籍企業 0.28 0.04 7.12 6.57 3.12 0.05 0.31
卸売・小売業
日本の独立企業 -0.02 0.01 5.10 4.37 1.45 0.00 0.01
外資系企業（除く、アメリカ系企業） 0.23 0.01 5.16 7.24 0.54 0.00 0.05
アメリカ系企業 0.31 0.01 5.29 8.04 0.59 0.00 0.03
日本企業の子会社 0.06 0.02 5.23 4.97 0.61 0.00 0.01
日本の多国籍企業 0.18 0.01 6.86 6.92 2.39 0.01 0.12
サービス業
日本の独立企業 -0.05 0.01 5.19 4.50 0.63 0.00 0.00
外資系企業（除く、アメリカ系企業） 0.10 0.01 5.29 7.02 -0.61 0.01 0.00
アメリカ系企業 0.21 0.01 5.55 8.53 0.11 0.00 0.02
日本企業の子会社 0.05 0.02 5.36 5.44 -0.32 0.00 0.00
日本の多国籍企業 0.34 0.05 6.93 6.25 2.93 0.01 0.02図表6．　所有構造と企業特性（2000-2005）：化学産業、電気機械産業、卸売・小売業、サービス業
2.612 *** -0.702 *** 0.001 0.049 *** 0.211 ***
(13.65) （-6.68） (0.83) (4.69) (14.43)
3.101 *** -0.579 *** 0.001 0.053 *** 0.275 ***
(13.91) (-4.54)  (0.65) (3.48) (15.46)
0.734 *** -0.705 *** -0.001 *** -0.001 0.082 ***
(27.99) (-28.90)  (-3.76)  (-0.63) (27.74)
2.065 *** 0.740 *** 0.020 *** 0.135 *** 0.152 ***
(18.45) (15.68) (13.91) (14.92) (19.92)
6.148 *** 3.624 *** 0.018 *** 0.040 *** 0.078 ***
(35.33) (44.69) (11.30) (4.76) (10.46)
産業ダミー（三桁レベル)
年ダミー
サンプル数 70,901 70,317 70,901 70,901 68,325
























0.071 *** 0.071 *** 0.070 ***
(4.48) (4.47) (4.44)
0.117 *** 0.118 *** 0.126 ***
(6.25) (4.47) (6.66)
0.044 *** 0.044 *** 0.043 ***
(12.30) (12.31) (12.24)
0.020 ** 0.021 ** 0.022 **
(2.21) (2.22) (2.41)
-0.002 ** -0.002 ** -0.001 *
(-2.16) (-2.15) (-1.84)
0.056 *** 0.056 *** 0.056 ***
(14.57) (14.57) (14.61)










0.121 *** 0.121 *** 0.122 ***
(7.92) (7.92) (7.96)




サンプル数 68,318 68,318 68,318
R-squared 0.5924 0.5924 0.5920
注1） 括弧内は、企業の系列相関が考慮された頑健なｔ値である。
注2） ***p<0.01, **p<0.05, *p<0.1 

























0.077 *** 0.076 *** 0.059 *** 0.059 ***
(3.85) (3.81) (3.70) (3.70)
0.133 *** 0.136 *** 0.043 * 0.073 ***
(4.21) (5.71) (1.69) (3.43)
0.045 *** 0.045 *** 0.033 *** 0.033 ***
(10.43) (10.38) (9.02) (9.00)
0.031 ** 0.033 ** 0.004 0.005
(2.12) (2.26) (0.64) (0.66)
-0.002 -0.001 0.016 *** 0.016 ***
(-1.39) (-0.65) (7.56) (7.86)
0.060 *** 0.060 *** 0.030 *** 0.030 ***









0.258 *** 0.260 *** 0.067 0.069
(3.33) (3.34) (1.04) (1.08)
0.257 *** 0.259 *** 0.026 * 0.025
(8.94) (8.98) (1.92) (1.82)
-0.501 *** -0.466 *** -0.185 *** -0.186 ***
(-24.00) (-24.32) (-15.89) (-16.15)
年ダミー
産業ダミー（3桁レベル）
サンプル数 55,951 55,951 12,367 12,367
R-squared 0.5561 0.5556 0.7664 0.7664
注1）括弧内は、企業の系列相関が考慮された頑健なｔ値である。
注2）***p<0.01, **p<0.05, *p<0.1 













































日本の独立企業 0.23% -0.01% 0.01% 0.03% 0.03% 0.01% -0.10% 0.20% 26.9%
外資系企業（除く、アメリカ系企業） 0.14% 0.06% 0.05% 0.01% -0.03% 0.00% -0.01% 0.23% 5.6%
アメリカ系企業 0.02% 0.00% 0.00% 0.01% -0.03% 0.00% 0.00% 1.2%
日本企業の子会社 0.17% -0.09% 0.03% 0.11% -0.05% 0.05% 0.01% 0.23% 22.1%
日本の多国籍企業 0.39% 0.02% -0.07% 0.10% -0.07% 0.01% -0.12% 0.26% 44.1%
産業全体 0.95% -0.02% 0.02% 0.25% -0.14% 0.08% -0.23% 0.92%
電気機械産業
日本の独立企業 0.38% -0.03% 0.07% 0.18% -0.05% 0.03% -0.10% 0.47% 13.8%
外資系企業（除く、アメリカ企業） 0.00% 0.00% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.10% 0.4%
アメリカ系企業 0.03% 0.01% 0.01% 0.00% -0.01% 0.04% -0.46% -0.38% 2.8%
日本企業の子会社 1.21% -0.05% 0.13% 1.52% -0.18% 0.06% -0.02% 2.67% 32.0%
日本の多国籍企業 3.09% -0.34% -0.44% 0.19% -0.09% 0.13% -0.71% 1.83% 51.0%
産業全体 4.71% -0.41% -0.23% 1.98% -0.32% 0.26% -1.30% 4.69%
卸・小売業
日本の独立企業 0.24% -0.11% 0.20% 0.11% -0.02% 0.01% -0.04% 0.39% 46.3%
外資系企業（除く、アメリカ企業） -0.01% 0.02% 0.01% 0.06% -0.04% 0.02% 0.00% 0.06% 2.2%
アメリカ系企業 0.01% 0.00% 0.01% 0.03% -0.06% -0.02% -0.03% 1.5%
日本企業の子会社 0.20% 0.02% 0.08% 0.36% -0.20% 0.06% -0.03% 0.49% 30.1%
日本の多国籍企業 0.32% 0.04% -0.02% 0.05% -0.17% 0.09% -0.05% 0.25% 20.0%
産業全体 0.76% -0.02% 0.27% 0.60% -0.48% 0.17% -0.14% 1.16%
サービス業
日本の独立企業 0.47% -0.27% -0.08% 0.49% -0.15% 0.03% -0.01% 0.48% 38.0%
外資系企業（除く、アメリカ企業） 0.00% 0.00% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.06% 0.6%
アメリカ系企業 0.01% -0.01% 0.00% 0.01% 0.04% 0.25% 0.30% 2.4%
日本企業の子会社 0.84% -0.25% -0.02% 1.09% -0.48% 0.12% -0.01% 1.29% 42.3%
日本の多国籍企業 1.07% -0.35% -0.16% 0.09% -0.14% 0.10% 0.61% 16.8%





























日本の独立企業 -0.2% -0.1% 0.1% 1.2% -4.8% 0.2% -1.0% -4.6%
外資系企業（除く、アメリカ系企業 0.2% 0.8% 0.1% 0.0% -0.3% 0.0% -0.2% 0.5%
アメリカ系企業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.2% 0.0% -0.2%
日本企業の子会社 -0.2% 0.2% 0.5% 2.1% -0.5% 1.1% 0.0% 3.2%
日本の多国籍企業 0.0% 0.9% 0.3% 2.6% -2.2% 0.4% -3.3% -1.2%
産業全体 -0.2% 1.8% 1.0% 5.9% -8.0% 1.7% -4.4% -2.3%
電気機械産業
日本の独立企業 -0.1% 0.3% 0.2% 0.5% -0.4% 0.1% -0.1% 0.6%
外資系企業（除く、アメリカ企業） 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2%
アメリカ系企業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% -2.6% -2.5%
日本企業の子会社 -1.1% -1.0% 0.9% 5.3% -1.0% 0.3% -0.1% 3.3%
日本の多国籍企業 -1.5% -4.2% 0.7% 1.5% -2.2% 1.3% -5.0% -9.5%
産業全体 -2.7% -4.9% 1.8% 7.5% -3.7% 1.8% -7.8% -8.0%
卸・小売業
日本の独立企業 0.1% 0.6% 1.4% 3.1% -3.1% 0.1% -0.4% 1.9%
外資系企業（除く、アメリカ企業） 0.0% -0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
アメリカ系企業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1% 0.0% -0.1%
日本企業の子会社 0.1% 1.0% 1.0% 2.5% -2.0% 0.9% -0.4% 3.1%
日本の多国籍企業 0.2% 1.6% 0.3% 0.7% -1.0% 0.1% -0.2% 1.6%
産業全体 0.5% 3.1% 2.7% 6.4% -6.2% 1.1% -1.0% 6.5%
サービス業
日本の独立企業 -0.5% -4.3% 1.7% 10.8% -4.8% 0.3% -0.2% 3.0%
外資系企業（除く、アメリカ企業） 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.4%
アメリカ系企業 0.0% -0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 0.8%
日本企業の子会社 0.4% -3.6% 1.0% 6.9% -3.8% 1.0% -0.7% 1.1%
日本の多国籍企業 0.1% -0.1% 0.0% 0.9% -0.5% 2.8% 3.2%
産業全体 0.0% -8.0% 2.8% 18.9% -9.2% 5.0% -0.9% 8.5%‐15.00 ‐10.00 ‐5.00 0.00 5.00 10.00
化学産業
電気機械産業
卸・小売業
サービス業
図表12．所有構造別雇用成長率への寄与度
（単位：％ポイント）
日本の独立企業
外資系企業（除く、アメリカ系企
業）
アメリカ系企業